
(1) 平成２５年度の採用と退職の状況            

(2) 職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

２　職員の給与について

  表１　人件費の状況（平成２５年度一般会計決算見込）

  ※　人件費とは、議員及び委員の報酬、特別職の給与、職員給与、共済費、退職手当組合負担金などをいいます。

  表２　職員給与費の状況（平成２５年度一般会計決算見込）
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(注)　職員手当には退職手当組合負担金を含みません。
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古平町の人事行政について

地方財政状況調査における一般会計に属する職員の給与と、全職員に共通する勤務条件等の人事
行政の状況について、次のとおり公表します。

１　職員の任免及び職員数について

一般行政職 ８人

自己都合

※　職員給与費とは、毎月支給される給料・扶養手当・住居手当・通勤手当などの各種手当と民間の賞与
（ボーナス）にあたる期末勤勉手当及び冬季間の燃料手当にあたる寒冷地手当を合わせたものです。
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  表３　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の　　　

　　　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
      ３　国欄における「平均給与月額」と「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、国家公務員の時限的な（2年間）　　　　　 
　　　　給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）としたものです。

  表４　職員の初任給及び経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

※　職員の初任給は、職種、学歴、経験年数に基づき決定されます。

  表５　職員の諸手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　2～5％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

(2) 退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）
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0.65 1.45

区　　　　分
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   職員には、一定条件のもと「表５」に例示する手当を支給しています。なお、退職手当は、北
海道市町村職員退職手当組合条例に基づき退職時の給料、勤務年数、退職事由に応じて定められた
支給率により支給されます。
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 (3) 時間外勤務手当

千円 千円

千円 千円

　(4) その他の手当

３　職員の勤務時間その他の勤務条件について

表６　勤務時間の状況（平成２５年４月１日）

　※　ただし、幼児センターなどは異なった勤務形態となっています。

表７　休暇等の種類と内容

表８　年次休暇（有給休暇）の取得状況（平成２５年）

日 日 人 日 ％

・配偶者 13,000円
・配偶者以外の扶養親族 6,500円
・その他の扶養親族 5,000円
・配偶者のいない扶養親族の内1人 11,000円
・特定扶養親族加算 5,000円
・扶養親族でない配偶者を有する場合の1人目の扶養親族 6,500円

・家賃23,000円までの職員  12,000円との差額全額
・家賃23,000円を超える職員 超える額の1/2を11,000円に加算し
た額(手当限度額27,000円)

扶養手当

25年度決算見込

祝日等の休日に勤務した場合に一時間当りの給与額の100分の135
を支給

（平成25年４月１日現在）

・運賃全額支給限度額 55,000円
・交通用具(自家用車等)使用者は､通勤距離に応じて支給

内容及び支給単価

休日勤務手当

内　　　容

管理職手当

区　分

管理職員に対して給料月額の7％

負傷又は疾病のため療養する必要がある場合

結婚　　　５日以内

忌引　　　死亡した親族の続柄により１日～１０日

住居手当

夏季休暇　３日以内

特別休暇

（主なもの）

１年に２０日で、２０日以内の残日数を翌年のみ繰り越せます。

24年度決算

131

9,2297,726

26.3

介護休暇

子が３歳に達するまでの期間

休憩時間

17時30分 60分間

手　当　名

通勤手当

平均取得日数

始業 終業

国民の祝日に関する法律に規定する休日

１２月３１日から翌年１月５日までの間

職員１人当たり平均支給年額

8時45分

対象職員数

636 66

病気休暇

総付与日数

2,417

129

　　　　　　             連続する２週間以上６月以内

閉庁日

土曜日及び日曜日

産前産後　　出産予定日の８週間前の日から出産の日後８週間を経過する日まで

9.6

総取得日数

支給実績

消化率

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢
により日常生活を営むのに支障があるものの介護をする場合

育児休業

年次有給休暇



４　職員の分限及び懲戒処分について

表９　分限及び懲戒処分の状況（平成２５年度中）

５　職員の服務の状況について

６　職員の研修の状況について

表１０　研修の状況

７　職員の福祉の状況について

　 表１１　福祉の状況

法制執務研修（基礎・応用）

長期給付

医療給付

なし

内　　容

勤務実績が良くない場合、心身の故障のため職務の遂
行に支障がある場合など、公務能率を維持することを
目的として行われる不利益処分であり、免職・降任・
休職・降給の四種類がある。

職務上の義務違反、公務員としてふさわしくない非行
がある場合などに、道義的責任を問うことにより、公
務における規律と秩序を維持することを目的として行
われる不利益処分であり、戒告・減給・停職・免職の
四種類がある。

　職員の研修に関しては、「古平町職員の研修に関する要綱」において定められており、業務
に必要な知識又は技術を習得させるため、毎年度当初に職員研修計画をたてて実施していま
す。

保養施設利用助成、入院一時金、出産祝金

区分

分限処分

各種貸付、貯金、健診、保養施設運営などの事業

退職後の職員のための医療費助成、入院見舞金、死亡弔慰金

育英資金貸付、一般貸付

６名その他研修（ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ等）

地方公務員法に規定されている職員の福利厚生制度は、北海道市町村職員共済組合及び北海
道市町村職員福祉協会が各市町村等と協力しながら実施しています。職員はすべて共済組合と
福祉協会に加入しており、各種の福利厚生制度を利用しています。また、職員は公務員災害補
償法に基づき、公務上や通勤途中での死亡・負傷・疾病などの災害に対する補償を受けること
ができます。

主な内容

職員や家族の病気やけが、出産、死亡、休業、災害などの給付

福利厚生

死亡・高度障害・医療入院などの保険事業

退職後の年金を給付

市町村アカデミー研修 １名

職員研修センター研修

研修内容

後志町村会研修（新採用） ６名

処分状況

なし懲戒処分

福祉

貸付

区分

共済組合

福祉協会

短期給付

生命共済

受講者数

５名

１名

地方公務員法において、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、
且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない」と規定されてい
ます。また、法令及び上司の職務命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務専念義務、秘密
を守る義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限などさまざまな義
務や制限が課せられています。

後志町村会研修（２年目） １名



８　職員の利益の保護の状況について

平成２５年度の後志支庁管内公平委員会の状況

（１）　勤務条件に関する措置の要求の状況 なし

（２）　不利益処分に関する不服申し立ての状況 なし

　職員は、公平委員会に対して、給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求や、
不利益な処分についての不服申立てを行うことができます。公平委員会では要求を審査した
り、不服申立てに対する裁決を行うなどの必要な措置を執ります。


